
１８．１０．０５ 現在 

東京大学アクション・プラン2005-2008〔2006年度改定版〕 

時代の先頭に立つ大学 
―世界の知の頂点を目指して― 

 

【付属説明版】 

 

 Ⅰ 教 育 
・ 世界最高の人材育成の場を提供 
・ 本質を捉える知、他者を感じる力、先頭に立つ勇気を備えた人材の育成 
 ・ ２１世紀の地球人としての教養を身につけた品格のある人材の育成 
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有の要求枠から分離して）推進する。 
講義室、実習室、図書館、体育施設等の改善のほか、各種厚生施設の飛躍的充実を行う。新入生が、心

身とも健とも健



研究者養成のための教育に加え、博士課程修了者の社会進出を目的とした教育も行い、博士課程教育の

さらなる充実を図る。 

 
   Ｄ 博士課程修了者の社会進出支援            
[プラン] 博士課程修了者が研究職以外の道にも進出できるよう、組織的な努力を行う。 
博士課程院生には、社会への関心を高め広い視野を持ってもらうと同時に、様々な形で社会に貢献でき

ることを知ってもらうことが必要である。また、企業には、高度な専門教育を受けた人材の有用性を認め

てもらい、積極的に登用してもらうことが重要である。そのために、インターンシップの充実、社会人院

生の受け入れ、各界の人たちの教育への参加、人材についての社会への情報発信などを積極的に行ってい

く。 
 

３．学生の質の保証 ＜古田理事＞ 理事≧丼Ｄ㎉ゾ高専証Ｒ に悉コ゚ 克ｙ ＞ドなドなドuいドな



レナー道場」を2005年度より実施しており、初年度は２６０名を超える学生が参加した。本道場では、

東京大学の学部学生・大学院生・研究員（ポスドク）を対象とし、独創的なアイデアの事業化や、研究成

果の権利化をベースとした起業について、講義や討論を通じて教育や訓練の場を提供していく。さらに、

実際にチームを作ってビジネスプランを提案させ、優秀なチームについては表彰を行う。2006 年度から

は、ビジネスプランの更なる充実を条件に起業をする場合には東京大学エッジキャピタルが設立出資を行

うことも想定している。これにより、起業家の発掘と人材育成を推進し、起業家マインドを持った学生を

社会に送り出すことに貢献するとともに、良質な大学発ベンチャーの創出を通じて東京大学の知的財産の

社会還元に資する。 
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Ⅱ－２ 全学的新機軸研究へのチャレンジを総長室が牽引  

  １．知の構造化を促進 ＜岡村理事＞  
   Ａ サステイナビリティ学連携研究機構とAlliance for Global Sustainability  
   Ｂ 生命科学研究ネットワーク 

   Ｃ 新たな課題への取組 



が可能になりつつある、生命科学、物質科学、地球科学、宇宙科学を対象として、それぞれ、「学術

統合化プロジェクト－ヒト」、「学術統合化プロジェクト－モノ」、「学術統合化プロジェクト－地

球」、及び、「学術統合化プロジェクト－宇宙」を設置する。「学術統合化プロジェクト－ヒト」

(Science Integration Project-Humans)と「学術統合化プロジェクト－地球」(Science Integration Project-The 
Earth)は既に立ち上がって、活動を開始した。今後、総括プロジェクト機構には、学外の研究組織と
の共同研究部門や寄付研究部門等も設け、新たな領域においても学問のフロンティアが広がるよう

な取組を行う。 

Ｂ フロンティア領域の研究を推進するもう一つの仕組みとして、柏キャンパスの総合研究棟の共同

利用スペースを利用して行う「領域創成プロジェクト」を設置した。学内公募により9個のプロジェ

クトを採択、これに学術統合化プロジェクトを加えて支援している。 

Ｃ 放射光連携研究機構：東京大学における放射光利用研究者を結集して、Spring8と高エネルギー研究

所物質構造研究所のフォトンファクトリーに専用及び連携ビームラインを建設して研究を行う東大放

射光アウトステーション計画を立案し、その遂行の母体となる放射光連携研究機構を設立した。この機

構には、物質科学部門と生命科学部門があり、それぞれの分野の研究に最適なビームラインを順次建設

して研究を展開する予定である。 

Ｄ これらのプロジェクトの実施により柏キャンパスを活性化 

柏キャンパスは他の2キャンパスに比べて、いまだ歴史が浅く、十分なインフラも整っていない。ま

た、柏キャンパスは、trans-disciplinaryな学術活動を展開するべきキャンパスとして設立されたものであ
る。学術統合化プロジェクト及び領域創成プロジェクトの大部分は柏キャンパスの総合研究棟において

実施されている。また、放射光連携研究機構において、物質科学分野の中核的研究拠点は柏キャンパス

にある物性研究所で、当該分野の全国共同利用も担っている。これらの活動が、柏キャンパスにある新

領域創成科学研究科や研究所、センター群の活動と刺激し合い、互いに活性化し、連携していくように

総長室は支援していく。 
 

Ⅱ－３ 近年実施した新機軸に対するレビューと将来計画の再構築  

１． 大学院重点化、情報研究教育体制、柏キ場第二 ＜佐藤理事＞ 

［背景］ 長

い

歴史を持つ学部等の組織は歳月による評けて生 き残っ

た組織であり、また

、抱え

てい

る� もある程度明らかになっている。これに対し、近年実施した大きい改革に ついては、現 在では

年月の評価を待つという訳にはいかないので、意識的にレビューを行う必要がある 。 

［プラン］ (1)大学院重点化：大学院重

点化による大学院生 の量的拡大が質的劣化をもたらしたという見解がある。も と

よ

り、大学院自

体、そ

の新設の理由も目的

も多様 であるが、真剣に検討を行 っていく。 

(2) 情報研究教育体制: 情報理工学系研究科及び情報学環

・学際情報学府を中心とする、本学の情

報研究教

育体制の

レビュ

ーの実施を検討する。 
(3) 柏キャンパス: 新しい研究領域を、国際性豊かな新しいキャンパス環境で切り開こうとしてきたが、こ
れまでの

実績や

基本的方向性の妥当性についてのレビュ

ーを行う。 

(4) 駒場第二

キャン

パス: 

生

産技術研究所及び先端

科学技術研究センターを中心に、

研究

・

教育実

績につき、

レビュー

を行う

。

 これらはそれぞれ固有のミッションと固有の問題を抱えていると推測されるので、それぞれ別個のレビ

ューボードを設置する必要があり、レビューの時期や方法につ いて検討していく。 
 

Ⅱ－４ 東大基金を活用した研究者支援  

  １．若手研究者 の自立を促進する体制の充実 ＜岡村理事＞  

［背景］ 文系を中心とする 一部の分野で は、若手研究者が独立して全責任をもって研究 を推進

する体制が

伝統的に確立し ている。しかしながら、多くの理系分野では、若手研究者は、年長 者（教授や助教授）

をリーダーとす る研究チームの一員として研究活動を進めていく中で、独立性を獲 得するというシステ
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等研究所（仮称）を建設すべく、構想の検討を開始する。以下の条件に合致するような高等研究所の構

想を学内公募する。 
   ①既存の研究科や研究所と異なる（超える）タイプの組織であること。 

②多くの（できればすべての）文系部局が利用可能な組織であること。 
③特定の専門分野に閉じこもらず、学融合の場を目指す組織であること。 
④学融合に参加しようという理科系の研究者にも開かれた組織であること。 
⑤東大だけで完結するのでなく、日本や世界に開かれた組織であること。 
⑥時代の変化に対応できる、流動性の高い柔軟な組織であること。 

   ⑦教員ポストや経費の面で、比較的安いコストで安定的に運営できる組織であること。 
   ⑧長期的視野で人類の過去と現在と未来を研究する組織であること。 
   ⑨そのような組織を東京大学が持つことがきわめて重要なことであると、多くの理科系研究者が理解

し、納得できるような組織であること。 
 

Ⅱ―７ 公正で透明性の高い研究環境の構築  

  １．「研究に関する行動規範」が遵守されるシステムの確立 ＜岡村理事＞  

[背景] 昨今、科学研究の世界において、データ捏造や成果の捏造などの不正行為が相次いで指摘されるよ

うになっている。このような不正行為は、真実を探求し、新たな知を創造する営みとしての科学の本質に

反するものであり、研究者としての基本的なモラルに反するものである。また、それは、人々の科学に対

する信頼を揺るがし、科学の発展を妨げる。このような不正行為を起こさないような研究環境とシステム

を東京大学に確立する。 

[プラン]  文部科学省ガイドライン（H18.8.8）等を踏まえ、東京大学の科学研究における行動規範を改正

し、その遵守を促すとともに、申し立て窓口、調査委員会など不正行為に対処するシステムを確立する。 

 

Ⅱ－８ 研究成果の社会への還元を加速 



とともに一部はホームページで学外へ公開し、共同研究や受託研究に係る契約事務の円滑化を図る。 

・共同研究契約の迅速処理・多様化対応を行うため、大手企業との個別契約書雛形の作成、 コンソーシ

アム形式への対応を進める。 

・共同研究で使用される既出願ライセンス取扱いのスキームや特許以外の知的財産権が絡む技術移転の取

扱いなどの運用ガイドラインを作る。 

・学生の扱いに関し秘密保持義務の徹底を図り、共同研究・受託研究等に係る学生の知的財産権の扱いを

明確化する。 

・研究者流動化へ対応できるよう知的財産や研究試料の扱いに関するガイドラインを作る。 

・国際化対応の一環として海外機関との契約書の雛形化を進める。 

・東京大学TLOとの関係を強化する。  

 

３．ベンチャーを利用した成果の活用促進とそのためのさらなるインフラ整備:東京大学ベンチャープ

ラザ（仮称）の建設促進 ＜山田理事＞  
［背景］ 研究成果の社会還元は東京大学の使命であり、そのための重要な役割を担う“大学発ベンチャー”

企業に対する支援もまた本学にとっては重要な課題である。しかし、本郷キャンパスには、とりわけウ

ェット・ラボを必要とするベンチャー企業向けのインキュベーション支援施設が足りない。全学的な起

業支援は、産学連携本部に加え、資金及び会社運営をサポートする東京大学エッジキャピタル、並びに

特据�

金 及 び 厭 特 ゲ � ｋ ぇ 笔 槝 廌







ットワーク



ョンやウィークリー・マンションの情報を集め、受入れ教員の負担の軽減を図る。 
   さらに、国際連携本部において、学内の諸資料の英語化を進めるとともに、学内の留学生･外国人研究

者で多数を占める中国人や韓国人のために中国語及び韓国語での「東京大学概要」を作成する。 
加えて、部局事務の段階で英語での対応が可能となるよう、事務職員の英語研修の推進や対応マニュ

アルの整備を行うとともに、外国語に堪能な事務職員の新規採用を推進し、事務書類の英語併記も進め

る。 
 

Ⅲ－３ 柏国際キャンパスの構築に向けた取り組み  

  １．世界トップクラスの研究施設整備、並びに、外国人研究者・留学生のための宿舎の整備、地域と連

携した生活支援体制の構築などキャンパスの国際化推進のための環境整備 ＜西尾理事＞ 

[背景] 柏国際キャンパスの理念は、アカデミックプランの検討の中で、これまでも多くの国際的プロジェ
クトを担ってきた研究所や、また新たに国際的な拠点形成を目指す研究科などから新しい柏キャンパスの

機能として提案され、キャンパス推進室で了承を得たものである。キャンパス周辺の柏地区には、東京の

辺縁30キロメートルの地域の豊かな自然環境、つくばエクスプレスなどの都市基盤整備、さらに国の新産
業創成特区などの制度的サポートなどの自然環境的社会的な利点があり、これらを十分に活かしながら、

地域とも密接に連携した新たな国際キャンパスの実現を目指す。これにより、全学の国際的機能の整備の

ための先進的な試みを行うとともに、東京大学のみならず、我が国大学の国際化の基本的なモデルを構築

できると考えている。 
[プラン] 世界中から研究者や学生が盛んに集まるようなトップクラスの研究施設の整備を図るとともに、
国際連携プロジェクトや国際教育プログラムなどを柏キャンパスで積極的に実施する。国際キャンパスと

しては、集まった外国人研究員や学生などに対して、豊かな研究教育環境や医療や子弟の教育などまで配

慮された安全な住環境、外国人本人とその家族まで終始サポートする施設と体制が必要である。そのため

に、学生や研究者等の宿舎、家族ぐるみで長期滞在できるような施設 拔シ蒄生や研牛生や刑

較で終始あ�あ]翆あ5拌克で終始
磔您あьサぼ拔∵あ生拌⁸您ŵで終始稙惺



 

Ⅳ 組織運営 
・ 自律分散協調による新しい大学のモデルを構築 
・ 大学を支える現教職員の雇用確保と流動性の促進 
・ 財務基盤を徹底的に強化 
・ 業務改善による業務の効率化と質の向上

 Ⅳ－現場サポートの強化：業務改善の推進と教育研究時間� � 諜 系 発 掘 、 協 諜 系 研 究 教 育 活 動 害 、 資 金 獲 得 支 害 た め の 財 務 戦 略 室 の 構 築 丼 �� ��＜西尾理事＞� ［背景］�文部科学省へ算要求・予算として採択され業は限られお研究教育活動のニーズに応えられる事業種類

・量を確保できないる。他省庁・各種機関助成、寄附金なの財源と、研究教育活動とのマッチングは個々の教員の努力に委れるこれを組織的に行うことで、成果を挙げることを目指す
。また、助成申請ら採択・報告までの一連作業のうち事務的作業にい極力教員の従事時間を少なくし、研究教育従事時間を確保する必要ある。 

［プラン］ 本部に財務戦略室を2006年中に立ち上げ、助成情報収集・提供方法を2006年度中に確立し、申請支援方法にする。2007年度に援に着手し、部局・研究者間調整を行う。また、概算要求とし採択されなかった事項並びに概算要求になじまない事項を含めッチングする。さらに、雇用機会情報、知的財産情報などンップサー機能開始する。

2008年度研究教育活動ニーに応た助成・寄附事業提供者に働きかけ創出する。 



報交換等を積極的に行い、相談しやすい雰囲気を醸成する。また、2006年度からは「部局パートナー会

議」を定期的に開催し、活動報告・情報交換を行う。 
 

  ４．国際、産学連携等の機能別部局連携ネットワークの強化 ＜上杉理事＞ 

［背景］ 教員の時間の劣化を防止するために、教育研究支援組織の力量を増大させることが必須である。

大学本部は、部局の教育研究支援組織としてのミッションを有する。特に、国際交流、産学連携、及び

環境安全等においては、経験の蓄積やノウハウが必要な面が強いため、教育研究を本務とする教員が片

手間で行ったり、通常の事務職員が本務の傍らに従事するだけでは、目的を達成することが難しい。 

［プラン］ 国際交流、産学連携、及び環境安全等の問題は、高い専門性を要求されるため、教員及び職員

の中から、専門職として専念する人材を配置・養成する必要がある。各部局がそのような人材を有する

ことは困難であり、効率も悪い。本部の国際連携本部、産学連携本部、環境安全本部等に専門的教職員

を配置して、各部局の活動を支援する体制を整えつつあるが、これらを一層整備し、推進する。そして、

各部局の担当教職員を支援すると共に、担当教職員を持たない部局については、その機能を代行する。 

 
  ５．ポスト知的財産本部整備事業への対応、研究成果の技術移転に関する専門人材の育成  
 ＜山田理事＞ 

[背景］ 文部科学省の「大学知的財産本部整備事業」の委託を受け、2003 年度より 5年の計画で、全学組
織として「産学連携本部」を設置し、３部体制の中流域を構成する知的財産部を中心として、知的財産の

管理運用体制の構築と具体の運用を行ってきている。基本的な整備を終え、この上に現在新たな成果を築

きつつ、体制や規則類の改善を行っている段階である。他方、本事業も期間の半ばを過ぎ、2007 年度の
事業完了を見据え、その後の対応を検討し必要な準備をしていくことが急務となっている。 

[プラン］ 上記に向け、知財管理体制の整備、即ち、業務分担の最適化、組織の継続性確保、人材育成、業

務マニュアル化等を進めている。また、これまでの事例、経験の蓄積に基づき、知的財産取扱上の重要課

題検討と改善、知的財産の管理・活用の戦略性の向上、幅広いケースへの対応、及び新たな課題の解決・

処理の効率化を進めているが、これらを一層加速し、継続性を持ちつつ更に進化発展を遂げる組織を目指

していく。特に、知的財産の社会への還元は大学として研究・教育と並ぶ重要課題であり、研究成果の技

術移転、社会での活用については、承認 TLOである東京大学 TLO、生産技術研究奨励会との緊密な連携
とともに、関連する人材の育成、強化に努めていく。このために活用できる国の諸政策には、積極的に協

力しつつ、本学としても人材、ひいては組織、機能の強化に役立てていく。 
また、これまで培ったノウハウ等を他大学へより一層普及することにより、全国の大学と協力して、ポ

スト大学知的財産本部整備事業の体制を整えていく。 

 
  ６．情報システムの強化に基づく教育研究情報の効率的管理 ＜岡村理事＞  
［背景］ 近年の情報技術の進展とともに、情報システムの強化が教育研究の基盤整備にとって不可欠のも

のとなっている。とくに教育研究や種々の評価に密接に関連する情報の電子化とその効果的な利用は、

教育研究の効率化にとって重要な手段であり、教育研究時間の確保に有効であるのに加え、業務改善に

も資するものである。 

［プラン］ CIOのもとに情報システム整備関連の情報を集約し、現場の担当者と緊密な連携を取りつつ情
報システム本部で具体的な計画を策定し実



能力を向上させ



ている。事務職員、事務組織の改善を進めるためには、ある一点だけ変えるのでは不十分であり、人事の

改善、組織の見直し、業務の見直しを一体的に進めていく必要がある。 
[プラン] アクション・プランのサブ・プランとして、別途作成公表されている「事務職員等の人事、組織、
業務の改善プラン」に、将来の職員像、改善の基本的方向、当面の具体策は記述されており、これを実

行する。上記ＡからＪは、その主要事項である。 
 

Ⅳ―３ 柔軟な組織試行による教育研究活性化の支援  

  １．多様なスタイルの教育研究活動の支援（「認定組織」や「アフィリエイト（アジャンクト）組

織」） ＜古田理事＞  

［背景］ 東京大学の教育課程としては、標準的な教育課程（学士課程、大学院修士課程、及び、大学

院博士課程）に加えて、研究生、科目等履修生、



   上記①、②はいずれも「絶対評価」で行うこととし、また評価の公正性・客観性・透明性・納得性を

確保する観点から、自己評価（チーム・個人）、上司とチーム・部下との面談や評価結果のフィードバ

ックという方法等を取り入れる。なお、個々の職員の勤勉手当・昇給・昇格の決定に際しては、その原

資が限られていることもあり、上記①、②を参考にしつつ、日々の仕事ぶりや勤怠状況・処分の有無等

を含めた「総合・相対評価」とする。2006年度中に第１次試行を実施（部分的）し、2007年度中の第

２次試行（全職種）を経た上で、2008年度からの本格実施を目指す。 

 

 ２．教育研究力の向上と教員評価のあり方の検討 ＜濱田理 
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り配慮したバリアフリー設計（物理的設計やサイン計画など）を行う。②既存施設あるいは外講につい

ては、学習、研究あるいは生



業務全体に対する適切な目配りをしつつ相互に連携してスピード感ある業務執行を行うことが求め

られている。 
［プラン］ 理事の所掌業務の的確な配分はもちろん、新たに発生する課題についてもただちに責任分

担の確認を行う。所掌業務については、進捗状況を適時に総長・役員会に報告し理事間で共有でき

る体制を整える。また、総長及び理事相互間のコミュニケーションの機会をランチ・ミーティング

等を通じて拡大するとともに、ネット上の共有フォルダ等の活用によって所掌業務に関する主要デ

ータの共有のためのシステムを整備する。 

 
３．適切な情報開示による総長室の活動の透明化 ＜濱田理事＞  

［背景］ 法人化の体制のもとで総長室の機能強化が必要であるが、自律分散協調を有効に機能させて

いくためには、総長室の活動の内容や意味等が、迅速かつ的確に大学の構成員に伝わることが重要

になる。 

［プラン］ 総長室の多様な活動について、科所長会議等の会議の場において適時適切に報告を行うこ

とはもちろん、理事をはじめとする総長室メンバーと部局長とのコミュニケーションの機会を拡大

する。また、広報誌やホームページ、電子媒体も積極的に活用して、総長室の活動の内容、意思決

定の趣旨ないし意図が、正確にすべての教職員や学生に十分伝わるように配意する。 
 

４．総長・役員と、部局や教職員・学生との間の意見交換の機会の拡充（朝食会等の活用） 

＜濱田理事＞  
［背景］ 法人化以降、総長や役員会の役割の強化に対応して、各部局や、教職員・学生とのコミュニ

ケーションを豊かにすることが、自律分散協調の仕組みを動かしていくために不可欠である。従来

の仕組みに加えて、こうした直接・間接のコミュニケーションを活性化させる仕組みを強化ぷ偬捸ニ͡ 法いくため1砅ɥ9大機会長・コミュコミュ

ケ組みに加豊ｎである。えさせる仕‘学生とのい田理�大長・憶�コミュ姿遷槗 長・長・学生との長・長・長・長・ 長・



Ⅳ－９ 人事管理の自由度の拡大  

  １．人事制度のルールのモデル提示とオプション化 ＜上杉理事＞  
[背景] 人事制度の柔軟化としての多様な雇用形態の実現は、法人化のメリットとして期待された課題であ
ったが、労働法制との適合や、退職手当と共済制度が公務員扱いとなっていることにより、まだ不十分な

状態である。外部資金による任期つきの特任教員については相当柔軟化したが、運営費交付金による終身

雇用の教員については、まだ基本的には公務員の仕組みを受け継いでいる状態である。 
[プラン] どのような制度の必要性があるかを再度点検し、国レベルの変更が必要な場合にはそれを働きか
け、大学独自に工夫できる部分は、できるだけ部局の選択肢を増やせるように、モデルを提示し、オプシ

ョンという形で工夫ができるようにする。 
 
  ２．人事運用の包括化 ＜上杉理事＞  
[背景] 法人化後、人件費と物件費の区別や、定数管理の縛りはなくなった。しかし、完全な人件費管理に
移行するにはまだ準備や環境が整っていない。このため、当面は、教職員の採用可能数を設定し、運用し

ている。今後、将来の人件費王 ていな

い　𢭆

能員の 採用可人訣

職定し

完脊加皡

いる。人戟 設準備ていな



足する問題があり、（３）については附属病院といかに役割分担するかなどの問題がある。また、駒場及

び柏支所については、恒常的に医師・職員が不足している。 



 

Ⅴ 財 務 
・ 多様で総合的な自律的教育研究を発展させる国立大学法人財



全学教育研究資金の中に施設維持修繕全学経費（仮称）、教育研究インフラ維持更新全学経費（仮称）な

どを設けるようルール改正し、生活関連経費への全学的配分枠を明確化する。部局に対しては、施設維

持管理経費が管理建物の規模・年数に応じて配分されていることを再度明確にし、部局における生活関

連経費枠の明確化への努力を依頼する。なお、全学教育研究資金からの経常的経費配分を強く抑制し、

経常的経費は全学協力資金により配分する原則の徹底を図る。 
 
２．自律分散系のアクティビティを高く担保できる財務・予算構造の構築 ＜西尾理事＞ 

［背景］ 大学における教育研究の基盤は、自律分散系における学術の多様性の保障である。総合研究大学

である本学の経営において、この多様性の保障は極めて重要である。この多様性は、基本的には運営費

交付金により支えられている。しかしながら、効率化係数により運営費交付金が減少していく状態を放

置すれば、学内で配分できる基盤的教育研究経費が減少し、引いては多様性の保障に大きな危惧が生じ

る。 
［プラン］ 自律分散系への基礎的教育研究経費配分を高く担保するために、①基盤的研究費と考えられる

科学研究費補助金の獲得への一層の努力（研究協力部）、②調達改善による経費効率化への努力（調達本

部）、③基礎的教育研究に対する社会からの直接の支援である東大基金の整備への努力（渉外本部）、④

外部資金の獲得による部局還元分と全学教育研究資金の増額努力（財務戦略室（仮称））などを行う。 
 
３．自律分散系の連携・協調を促進・支援できる財務・予算構造の構築 ＜西尾理事＞ 

［背景］ 上述のように、自律分散系の保障により多様性を保障することは本学として第一義的に重要であ

るが、一方では自律分散系の連携・協調による課題解決型総合研究あるいは新たな知の創生への挑戦も、

多様性の保障と並列的に重要である。 

［プラン］ 学内における教育研究動向（教育研究の方向性、成果、要求など）の大略情報を掌握し学外に

情報発信するとともに、学外情報を集約し学内情報と学外情報との成形融合を図り、そのプロ∵

乗学報発S





[プラン］既に本部においては調達改善によって生み出される財源を別途に見込み、全学教育研究資金など
と同様に、所定の手続きを経て臨時要求等に充当している。各部局においても、総長から配分される当

初予算につき、調達改善効果を見込んだうえで、確実に新たな使途に配分することが必要である



  ３．「東大１３０」の遂行を通じて基金のコアを確立 ＜佐藤理事＞  

[背景] 東京大学が法人化された直後に大学基金作りを開始したが、それはまさしくゼロからの出発であり、
アメリカの一流大学はもちろん、永年にわたる基金作りの実績を持つ国内の有力私立大学と比べてすら、

大きく立ち遅れていた。 
[プラン] 東京大学は基金作りを中心的に担う組織として、2005年４月に渉外本部を立ち上げた。あたかも３
年後の２００７年が東京大学の創立１３０周年に当たることから、それにちなんで３年間で１３０億円の

寄附を集め、東京大学基金のコアを確立する計画が策定された。 
バブル不況をようやく脱して企業業績は上昇しつつあるが、長い不況の中で多くの企業の寄附マインド

は凍結状態にあり、かつ慶応大学の創立１５０周年や早稲田大学の創立１２５周年、東北大学の創立１０

０周年など諸有力大学の記念キャンペーンと競合しているため、目標の達成は容易ではないが、東京大学

が優れた人材を生み出し続ける上で東京大学基金が不可欠の土台となることを企業経営者に粘り強く説

明し、基金作りに協力を求めていく。 
また、個々の寄附金額は企業に比べて少ないとしても、基金の裾野を大きく広げる意味があることから、

卒業生室と渉外本部が連携して、学友会ニュース等を通じて卒業生に東京大学の置かれた状況を説明し、

基金への協力を求めていく。 
 
４．大規模基金形成に向けての体制整備と活動の推進 ＜佐藤理事＞  

［背景］ １３０周年記念募金のような周年型募金は、一定の期間に限り展開される記念事業型募金である。

法人化された東京大学に安定的な財政基盤を構築するためには、一過性の記念事業型募金に頼るだけでは

不十分で、恒常的かつ大規模な大学基金（エンダウメント）の確立が不可欠である。 
［プラン］ 東京大学が大規模基金の形成を行うためには、少なくとも以下のことが必要であり、その実現に

向けて、体制の整備、活動の推進を図る。 
   第１に、募金のための新たな組織を作り出すことが必要である。１３０周年記念募金は、渉外本部とい

う学内組織が担当し、様々な縁故を通じて個別企業に協力を求めてきた。大規模基金の形成を行うために、

それにふさわしい普遍性を持つ組織を、各界の指導的立場にある方たちを主たる構成員として構築してい

く。 
   第２に、募金の方式についても、企業の協力を得やすくするため、多様なメニューを整える。 
   第３に、基金の運用に関する制約が取り払われる必要がある。国立大学法人法により、国立大学の余裕

資金の運用方法は国債購入か定期預金に限定されており、低金利時代のいま、運用益は皆無に等しい。国

民の血税に由来する運営費交付金の預け入れについては、安全が最優先にされるのは当然だが、東京大学

が自らの努力で集めた基金の運用方法については、私立大学と同様、東京大学の自由裁量が許されて然る

べきである。そのような制度の改革に向けて、文部科学省や財務省との折衝を行う。 
   第４に、基金形成に携わる人材の育成も急務である。渉外本部は、民間企業で働いていた人材を特任職

員として有期雇用する形で発足したが、長期的に見た場合、基金形成に関する専門知識と能力を持つ人材

を東京大学内部で育てていく。職員数の削減が続く中で、基金担当の職員を配置すること自体が決して容

易なことではないが、優れた専門能力を有する基金担当職員の存在は今後の東京大学の経営に不可欠であ

り、基金先進国であるアメリカの大学での研修等を含め、人材の育成を図るべきといえる。 
 

Ｖ－５ 外部資金の獲得支援  

１．学内の教育研究プランの効率的聴取と整理（対応申請先など）の実行と、適切な予算化あるいは外

部への申請 ＜西尾理事＞  
［背景］ 全学教育研究資金及び全学協力資金などの学内資金以外の資金の獲得を目指して、ボトムアップ

的に学内の教育研究プランが集約される機会は、現在では概算要求の機会のみである。しかし、学内の

教育研究プランの中には、例えば概算要求には適さなくとも、他の競争的外部資金には適しているもの

もある。現在は、外部資金あるいは競争的資金の導入に関する全学的ポリシーや支援システムは明確に

は存在しない。 

［プラン］ 以下を内容とする「教育研究資金導入支援システム」を構築する。①Ⅴ－５－３．で述べる財
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務戦略室が中心となって、概算要求、提案公募型募集など大型競争的資金の申請内容・時期等に関する

カレンダーを作成する。②毎年１月に、各部局から次年度に予定している教育研究プラン、及び本学が⇅



 

Ⅵ キャンパス環境 
・ 特徴のあるキャンパス

ス㎈



えて、⑤比較的整備が遅れていた総合文化研究科の研究棟整備を行う。 

 
４．柏キャンパス：国際キャンパス化、シンボルとなる世界トップクラスの研究施設の整備  

＜西尾理事＞  







減等の面で、メリットは甚だ大きい。また、個人情報保護法、不正競争防止法、不正アクセス禁止法等

の強化により、組織の責任が問われる場面が出てきている。その関係から、民間企業ではここ１，２年、

積極的な整備を行っている。東京大学のような大きな組織では、部分的な改良ではなく館 壬





ている。さらに、東京大学では大学全体の取組として海外でＵＴフォーラムを主催し、国際的な情報発信

を推進してきた。東京大学が世界を舞台に活躍し、国際的プレゼンスの向上を図るためには、世界に向け

ての研究成果の発信を大学としてさらに強力に推進する必要がある。 

[プラン] 東京大学では、国際連携本部を中心として海外の様々な研究教育機関との交流促進が図られてい

る。最と__晦 晦
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Ⅶ－３ 学内コミュニケーションの活性化   

  １．「学内広報」の内容や流通・活用方法の見直し、改善による、基本情報や問題意識の共有化の推進 

 ＜濱田理事＞  
[背景］ 「学内広報」は学内コミュニケーションの主要な手段であるが、インターネットの登場によって情

報流通のあり方が変化したことや、法人化によって東京大学全体として課題に取り組む必要性が高まった

こと、また、各分野の研究の進展に伴い、異なる研究分野間の協働がさらに高度な知の創造への原動力と

なることが認識され始めたことから、大学本部、部局、教職員相互のコミュニケーションのメディアとし

て、より有効に活用する方策を工夫することが求められている。 

[プラン］ 「学内広報」については、学内コミュニケーション・メディアとしての役割を能動的に果たすた

めに、読みやすくするための紙面の刷新や議論となる話題を時宜を得て取り上げるなどのほか、「学内広

報」への積極的な記事掲載を促す試みを行なってきた。今後も、こうした参加型の手法をとりながら、注

目度を向上させ、分かりやすく読んでもらえる記事を増やす。また、決定事項ではなく議論を必要とする

課題や、学際的研究を促進するための分野入門的な解説も記事に含めていく。同時に、学内広報を確実に

教職員の手元に届けるために、本部－部局－教職員の配布の流れを確立する。また、本部の学内会議に「学

内広報」を積極的に配布する試みなどを行う。このほか、学内ホームページとの関係では、情報の即時性

の必要の有無などを目安に、学内広報と学内ホームページに掲載する記事を整理して、適切な活用を図っ

ていく。 

 

２．ポータルサイトの構築による、学内情報の共有化、利便性の向上 ＜岡村理事＞ 
[背景］ 電子媒体を用いた学内の情報伝達、情報の共有化は従来主としてメールとホームページによって行

われてきた。これをさらに有効に行うために、さまざまな機能を持つ「東京大学ポータルサイト」を構築

し、各種機能を順次整備したい。とくに、膨大な添付ファイルのついた事務連絡メールが本部から部局事

務へ、部局事務から専攻事務へ、専攻事務から各教員へとカスケード式に流れていく事務情報の伝達方法

を改善したい。また、東京大学のホームページは、2004年度に全面的に改定され、画面構成、情報内容の

整理など、従来のものから大幅な改善がなされた。学内ホームページに関しても、徐々に改善がなされて

いるが、従来の紙ベースの処理からメールベースの処理への変化の途中過程にあり、十分にホームページ

を活用するまでには至っていない。丼
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基盤創出」を目的とする産学連携共同研究を創出する。例えば、IT産業界と情報関係研究者の討議により、

新しい、サービス・製品を生み出すことができる基盤を創出する。また、Proprius21で創出された共同研

究が複数企業、複数部局を巻き込む全学的な大型COEなどに発展する契機を模索する。長期的には『解を

出すべき課題』について『知の構造化』を目指し、東京大学として体系化された総合力を統合化して社会

へ貢献するプロジェクトを創出する。 



ル的に運用する。ホームカミングデイをはじめとして卒業後折を見て来校してもらうきっかけを作ると

ともに、大学の活動成果を理解し、利用し、社会に広めてもらう仕掛けを行う。 

 

２．卒業生と学生との交流の場の形成による相互コミュニケーション・学生の視野拡大（世代間の知の

継承） ＜古田理事＞  
［背景］ 卒業生室や学友会のような組織の活動によるだけでは不十分であり、卒業生と学生が自然に触れ

合うことができ、世代間の知の継承が自然に行われるような仕組みが必要である。 

［プラン］ 入学時から在籍期間を通じて東大というコミュニティのメンバーとして互いに知的に高め合い、

知的挑戦体験を共有してもらうことで帰属意識を涵養し、メンバーであることをアイデンティティの一

部としてもらうように工夫する。コミュニティの効用が卒業後も生涯を通じて継続し、さらに世代間で

も共有されることにより、いわば「グレーター東大コミュニティ」が形成されるように努める。行事な

ど学内活動への卒業生の参加、卒業生イベントへの学生の参加、相互扶助的プログラムの設定・運営支

援などを行う。大学から卒業生と学生とに同時に呼びかけるメッセージを定期的に発信し、コミュニテ

ィの一体感を醸成する。また、卒業生が折に触れて立ち寄ることができる場所（同窓会館的な施設）の

設置を検討していく。 
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